
令和4年度 　帰還・移住等環境整備事業等

文科省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(561,891) (561,891) (421,418)

0 0 0

＜561,891＞ ＜561,891＞ ＜421,418＞

(0) (0) (0)

201,313 201,313 161,050

＜201,313＞ ＜201,313＞ ＜161,050＞

(561,891) (561,891) (421,418) (0) (0)

201,313 201,313 161,050 0 0

＜763,204＞ ＜763,204＞ ＜582,468＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４）

浪江町 帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名： 令和4年5月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

-

直接 ―

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

1 浪江町埋蔵文化財等収蔵施設整備事業 浪江町地内 町 浪江町-

浪江町 直接 1/2

111 ◆ (1) - 17 - 1

1 - 浪江町埋蔵文化財発掘調査事業 浪江町地内 町60 (1) - 17

合計額

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 企画財政課財政管財係 古田 　聡 虷澤 　真美
市町村名 電話番号 0240－34－0237 namie-0694@town.namie.lg.jp namie-0766@town.namie.lg.jp

mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp


令和4年度 　帰還・移住等環境整備事業等

復興庁
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

(3,977) (3,977) (2,982)

0 0 0

＜3,977＞ ＜3,977＞ ＜2,982＞

(21,515) (21,515) (16,136)

0 0 0

＜21,515＞ ＜21,515＞ ＜16,136＞

(2,364) (2,364) (1,773)

0 0 0

＜2,364＞ ＜2,364＞ ＜1,773＞

(3,721) (3,721) (2,790)

0 0 0

＜3,721＞ ＜3,721＞ ＜2,790＞

(12,960) (12,960) (9,720)

0 0 0

＜12,960＞ ＜12,960＞ ＜9,720＞

(112,860) (112,860) (84,645)

0 0 0

＜112,860＞ ＜112,860＞ ＜84,645＞

(0) (0) (0)

40,887 40,887 40,887

＜40,887＞ ＜40,887＞ ＜40,887＞

(0) (0) (0)

2,578 2,578 1,933

＜2,578＞ ＜2,578＞ ＜1,933＞

(0) (0) (0)

22,966 22,966 22,966

＜22,966＞ ＜22,966＞ ＜22,966＞

(157,397) (157,397) (118,046)

66,431 66,431 65,786

＜223,828＞ ＜223,828＞ ＜183,832＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

特定拠点
単年度型

特定拠点
単年度型

（様式１－４）

浪江町 帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名： 令和4年5月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４）

備　考

  移住・定住相談窓口体制整備事業  浪江町地内  町

 浪江町  直接 1/2

99   (7)  -  49  -   2

  1  -   移住・定住情報発信事業  浪江町地内  町98   (7)  -  49  -

 直接 浪江町

1/2  移住検討者お試し宿泊事業  浪江町地内  町  浪江町  直接100    3  - (7)  -  49  -

 -

103   (7)  -  49  -   6  -  直接 1/2  課題解決型地域活動支援事業  浪江町地内  町  浪江町

119 (7) - 49 - 1/2

町 浪江町 直接118 (7) - 49 - 8 1/2移住者向け住宅支援事業 浪江町地内

  1  -

浪江町 直接9 浪江町起業家呼び込み・育成事業 浪江町地内 町

多様な農業の移住潜在層支援事業 浪江町地内 町 浪江町 直接 1/2

定額

120 (7) - 49 - 10

  浪江町飲料水等安全確保支援事業  浪江町地内  町 浪江町  直接55   (2)  -  19  -

2  121  (2) - 19 - 浪江町 直接 定額 陶芸の杜おおぼり環境整備事業 大堀地区 町

合計額

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 企画財政課財政管財係 古田 　聡 虷澤 　真美
市町村名 電話番号 0240－34－0237 namie-0694@town.namie.lg.jp namie-0766@town.namie.lg.jp

mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp


令和4年度 　帰還・移住等環境整備事業等

厚労省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

(3,938) (3,938) (2,625)

14,146 14,146 9,430

＜18,084＞ ＜18,084＞ ＜12,055＞

(37,499) (37,499) (24,999)

0 0 0

＜37,499＞ ＜37,499＞ ＜24,999＞

(93,963) (93,963) (62,642)

0 0 0

＜93,963＞ ＜93,963＞ ＜62,642＞

(135,400) (135,400) (90,266)

14,146 14,146 9,430

＜149,546＞ ＜149,546＞ ＜99,696＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４）

浪江町 帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名： 令和4年5月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 直接 1/3

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４）

備　考

  浪江町水道施設整備事業（基金型）  浪江町地内  町  浪江町

 浪江町  直接 1/3  浪江町水道施設整備事業  浪江町地内  町

107   (2)  -  20  -   5

  4  -82   (2)  -  20  -

 -

浪江町水道施設整備事業（基金型） 浪江町地内 町 浪江町 直接 1/3117 (2) - 20 - 5 -

―

合計額

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 企画財政課財政管財係 古田 　聡 虷澤 　真美
市町村名 電話番号 0240－34－0237 namie-0694@town.namie.lg.jp namie-0766@town.namie.lg.jp

mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp

